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諮問庁：厚生労働大臣 

諮問日：平成３１年２月２５日（平成３１年（行個）諮問第２６号） 

答申日：令和３年８月５日（令和３年度（行個）答申第５６号） 

事件名：本人の処分に関する特定年月日開催の医道審議会医道分科会配付資料

及び議事録の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「医道審議会医道分科会配付資料及び議事録（平成３０年特定日開催）」

（以下「本件文書」という。）に記録された保有個人情報（以下「本件対

象保有個人情報」という。）につき，その一部を不開示とした決定につい

ては，審査請求人が開示すべきとする部分のうち，別表の４欄に掲げる部

分を開示すべきである。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

本件審査請求の趣旨は，行政機関の保有する個人情報の保護に関する法

律（以下「法」という。）１２条１項の規定に基づく開示請求に対し，平

成３０年８月２４日付け厚生労働省発医政０８２４第１号により厚生労働

大臣（以下「厚生労働大臣」，「処分庁」又は「諮問庁」という。）が行

った一部開示決定（以下「原処分」という。）について，その取消しを求

めるというものである。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人の主張する審査請求の理由は，審査請求書の記載によると，

おおむね以下のとおりである。 

（１）原処分（ただし審査請求人以外の個人に関する情報に係る部分を除

く。）を取り消すとの決定を求める。 

（２）第一に，原処分は，法１４条６号所定の不開示事由が存在しないにも

かかわらず，本件対象保有個人情報の一部を不開示としたものであって，

違法である。この点については，行政庁による弁明をまって，さらに主

張を追完する。 

   第二に，原処分は，不開示とした理由について，法１４条６号の文言

をそのまま繰り返すのみであり，不開示部分にいかなる性質の情報が含

まれ，いかなる理由から同号に該当するのかを読み取ることができず，

理由の付記として必要な記載を欠いており，行政手続法１４条１項（原

文ママ）に反し違法である。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 
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１ 本件審査請求の経緯 

（１）本件審査請求人は，平成３０年４月２６日付け（同月２７日受付）で

処分庁に対し，法１２条１項の規定に基づき本件対象保有個人情報の開

示請求を行った。 

（２）これに対して処分庁が原処分を行ったところ，審査請求人はこれを不

服として，平成３０年１１月２６日付け（同日受付）で本件審査請求を

提起したものである。 

２ 諮問庁としての考え方 

  本件対象保有個人情報については，文書１は審査請求人を本人とする保

有個人情報に該当しないとした上で，原処分における不開示部分を維持す

ることが妥当であると考える。 

３ 理由 

（１）本件対象保有個人情報について 

   「私に対する平成３０年特定日付け医業停止２か月の処分に至る過程

において作成された文書一切ならびに当該処分を行う旨を答申した２０

１８年特定日開催の医道審議会医道分科会において私について提出され

た資料一切および同分科会議事録のうち私への処分について議論された

部分」の開示を求める本件開示請求に対し，処分庁は，本件対象保有個

人情報を特定した。 

   本件文書は，具体的には，別表の１欄に掲げる文書１ないし文書５の

各文書である。 

（２）医道審議会医道分科会について 

   医師法（昭和２３年法律第２０１号）７条１項ないし３項までに規定

する処分をなすに当たっては，あらかじめ医道審議会の意見を聴かなけ

ればならない（同条４項）こととされており，厚生労働大臣は，医道審

議会の意見を踏まえ，戒告（同条２項１号），３年以内の医業停止（同

項２号）又は免許の取消し（同項３号イ）の処分を行っている。 

（３）保有個人情報該当性について 

   文書１については，医道審議会医道分科会（以下単に「医道分科会」

という。）における今後の方針について記載したものであり，法２条に

規定する「個人情報」を含むものではなく，法１２条に基づく開示請求

の対象となる文書ではないことから，審査請求人を本人とする保有個人

情報に該当しない。 

（４）不開示情報該当性について（別表の２欄に掲げる部分） 

ア 法１４条６号該当性 

  文書２ないし文書５を開示した場合，以下の弊害等が生ずるおそれ

がある。 

（ア）処分の判断根拠が公になるような情報が記載されているため，非
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違行為の程度に応じた処分による実害の有無や程度が推測され，か

えって非違行為を助長する等の弊害が生じる可能性がある。 

（イ）上記（ア）の資料の性質により，処分量定の軽減を目的として，

処分の判断根拠に合わせた証言や証拠提出等を助長する可能性もあ

り，審議会の議論で参考とする資料の信憑性等にも影響を及ぼす可

能性がある。 

（ウ）行政処分の内容を審議するという性質上，医道分科会における発

言や判断について委員等がひぼう・中傷を受けることが懸念される。 

（エ）上記（ウ）の審議の性質上，会議は非公開で行っているため，委

員等は，その個々の発言内容が公開されないことを前提として当分

科会に臨んでいると推定される。 

  以上のとおり，文書２ないし文書５については，これを公にすると，

多くの具体的な弊害等が生じる可能性があり，分科会における率直な

意見交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある

ことから，法１４条６号に該当し，不開示とすることが妥当である。 

イ 法１４条２号及び３号イ該当性について 

  文書２ないし文書５のうち以下に掲げる部分は，個人の氏名，生年

月日，住所，勤務先等を含む特定の個人を特定できる情報（他の情報

と照合することにより，審査請求人以外の特定の個人を識別すること

ができることとなるものを含む。）や法人その他の団体（国，独立行

政法人等及び地方公共団体を除く。）に関する情報又は審査請求人以

外の事業を営む個人の当該事業に関する情報である。 

  当該部分は，これを開示すると，当該法人等又は当該個人の権利，

競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあることから，法１

４条２号及び３号イに該当し，不開示とすることが妥当である。 

（ア）文書２ 審査請求人を除く処分対象者の区分１，区分２，氏名，

不正時の医療機関所在県及び医療機関名 

（イ）文書３ 審査請求人を除く処分対象者の氏名，事件当時の医療機

関等，聴取の概要 

（ウ）文書４ 審査請求人を除く処分対象者の氏名，本籍地，現住所，

生年月日，医籍事項，精神保健指定医取消等処分，聴取の概要，処

分対象者からの提出資料 

（エ）文書５における不開示部分 医道分科会の議事において言及され

た個々の事件に関する記載，被処分者の弁明等に関する記載等 

（５）審査請求人の主張について 

   審査請求人は，審査請求書（上記第２の２（２））において，本件対

象保有個人情報には「法１４条６号所定の不開示事由が存在しない」と

主張するが，この点については，上記（４）アに述べたとおりである。 



 

4 

 

 

   また，審査請求人は，本件開示決定通知書は「法１４条６号の文言を

そのまま繰り返すのみであり，不開示部分にいかなる性質の情報が含ま

れ，いかなる理由から同号の不開示事由に該当するのかを読み取ること

ができず」，原処分は「理由の付記として必要な記載を欠いており，行

政手続法１４条１項に反し違法である」旨主張する。 

   この点について，原処分は，行政手続法２条に規定する「不利益処分」

ではなく，同法８条の「申請により求められた許認可等を拒否する処分」

であるので，同条の適用があるものと解する。同条において理由付記を

求めているのは，処分庁の判断の慎重・合理性を担保してその恣意を抑

制するとともに，処分の理由を相手方に知らせて不服の申立てに便宜を

与える趣旨に出たものと解される（最高裁昭和３８年５月３１日第二小

法廷判決・民集１７巻４号６１７頁，最高裁昭和６０年４月２３日第三

小法廷判決・民集３９巻３号イ８５０頁）。 

   また，公文書の非開示決定通知に付記すべき理由としては，開示請求

者において，条例所定の非開示理由のどれに該当するかをその根拠とと

もに了知し得るものでなければならず，単に非開示の根拠規定を示すだ

けでは，当該公文書の種類，性質とあいまって開示請求者がそれらを当

然知り得るような場合は別として，理由付記としては十分でないとされ

ている（最高裁判所平成４年１２月１０日第一小法廷判決・集民第１６

６号７７３ページ）。 

   本件開示決定通知書の「不開示とした部分とその理由」において，

「医道審議会医道分科会は，国の内部における審議」であり，「その議

事内容を開示することによって，率直な意見の交換もしくは意思決定の

中立性が不当に損なわれる可能性がある」こと等原処分の原因となる事

実を記載した上で，「当分科会の配付資料及び議事録について，法１４

条６号に基づき，一部不開示とする」と決定理由が記載されている。 

   また，本件文書は，医師に対する処分について審議する医道分科会の

議事を記した議事録及びその配付資料であり，処分の審議の際に必要な

情報が記載されていることは，請求人の了知し得るところである。 

   以上を踏まえれば，原処分における理由付記の程度は不十分とはいえ

ず，行政手続法に照らしても瑕疵はないと考える。 

４ 結論 

  以上のとおり，原処分における不開示部分については，文書１は審査請

求人を本人とする保有個人情報に該当しないとした上で，不開示とするこ

とが妥当であり，本件審査請求は棄却すべきものと考える。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 平成３１年２月２５日  諮問の受理 
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② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年３月７日      審議 

④ 令和３年６月１７日   委員の交代に伴う所要の手続の実施，本

件対象保有個人情報の見分及び審議 

⑤ 同年７月２９日     審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象保有個人情報について 

（１）本件対象保有個人情報について，処分庁は，その一部を法１４条２号，

３号及び６号に該当するとして不開示とする原処分を行ったところ，審

査請求人は，原処分の取消しを求めている。 

   これに対して諮問庁は，原処分における不開示部分について，審査請

求人を本人とする保有個人情報に該当しない，又は法１４条２号，３号

イ及び６号に該当するとして，不開示とすることが妥当としているので，

以下，本件対象保有個人情報の見分結果を踏まえ，原処分における不開

示部分の保有個人情報該当性及び不開示情報該当性について検討する。 

（２）諮問庁は，原処分においてその全部が不開示とされた文書１について，

審査請求人を本人とする保有個人情報に該当しない旨説明するが，当審

査会が見分したところ，本件文書には，文書１以外にもその保有個人情

報該当性について検討を要するものがあると判断されるところである。 

   このため，下記２において本件対象保有個人情報の保有個人情報該当

性を検討する際には，文書１に限らず，検討を行うこととする。 

（３）審査請求人は，開示請求書（上記第３の３（１））において，「医道

審議会医道分科会議事録のうち私（審査請求人）への処分について議論

された部分」の開示を求めるとしている。このため，当該議事録（文書

５）のうちこれに該当しない部分については，本件開示請求の対象では

ないものと認められることから，下記３において不開示情報該当性を検

討する際，当該部分については判断しないこととする。 

   また，審査請求人は，審査請求書（上記第２の２（１））において，

「審査請求人以外の個人に関する情報に係る部分を除き，原処分の取消

しを求める」旨を述べている。これについては，下記３において不開示

情報該当性を検討する際に，法１４条２号に該当すると解される情報を

対象から外すことにより対応することとする。 

（４）文書５の記載中に，特定された本件対象保有個人情報以外にも本件開

示請求の対象となり得るものの存在を伺わせる記述が認められるが，審

査請求人は，本件審査請求において本件対象保有個人情報の特定につい

て争っているとは解されないことから，この点については判断しない。 

２ 保有個人情報該当性について 

（１）審査請求人は，上記第３の３（１）のとおり，自身に対して医業停止
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の処分を行うべき旨を答申した平成３０年特定日の医道分科会において，

自身に関する議論時に使用された資料及び議事録のうち自身に関する議

論部分の開示を求めている。 

（２）諮問庁は，理由説明書（上記第３の３（３））において，本件文書の

うち文書１について，審査請求人を本人とする保有個人情報に該当しな

い旨を説明する。 

   当審査会において見分したところ，文書１に審査請求人の氏名等同人

を識別することができる情報は記載されていないが，平成３０年特定日

の医道分科会の配付資料であり，文書５の医道分科会議事録を見分した

結果によって確認すると，審査請求人を含む各医師に対する具体的な処

分量定に関する同分科会の当日の審議は，この文書１の方針に即して議

論が行われたものであると認められる。 

   したがって，文書１は，審査請求人を本人とする保有個人情報に該当

するものと認められる。 

（３）当審査会において見分したところ，文書２ないし文書５については，

以下のとおりと認められる。 

  ア 文書２ないし文書４ 

（ア）当該部分は，平成３０年特定日に開催された医道分科会において

医師法に基づく処分が審議された２８人の医師のうち審査請求人を

除く２７人の医師についての「処分対象者一覧」，「行政処分関係

審議資料」及び「医師行政処分調書」である。 

（イ）文書２は「処分対象者一覧」であり，具体的には，処分対象者で

ある２７人の医師について，行ごとに，各医師の「氏名」，「不正

時の医療機関」の名称及び所在県，「区分１」（指導医又は申請医

の別），「対応する申請医又は指導医」の氏名及び整理番号，「区

分２」（精神保健指定医資格の却下，返上又は取消しの別），「客

観的な証拠の提出状況」，「精神保健指定医資格審査部会資料の抜

粋」並びに「処分」の各欄が不開示とされている。 

（ウ）文書３は「行政処分関係審議資料」であり，具体的には，処分対

象者である２７人の各医師について，頁ごとに，その「氏名」及び

年齢，「事件当時の医療機関等」の名称及び所在地，「事件の概要」

のなお書き部分，精神保健指定医取消等処分の有無及び処分日の記

載（欄名を含む。），「聴取の概要」並びに審議の参考とされた類

似事案の前例２事案の記載部分（欄名を含む。）が不開示とされて

いる。類似事案としては，年月，被処分者の氏名，資格の略号，事

案の簡潔な内容並びに医師法及び精神保健衛生法に基づく処分の内

容が記載されている。 

（エ）文書４は「医師行政処分調書」であり，具体的には，処分対象者
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である２７人の各医師について，目次中の氏名及び各医師が提出し

た弁明書が不開示であるほか，その調書については，各医師の氏名，

生年月日及び年齢，本籍地，現住所，医籍登録番号及び登録日，事

件の概要のなお書き部分，精神保健指定医取消等処分の有無及び処

分日並びに聴取の概要の記載が不開示とされている。 

（オ）上記（イ）ないし（エ）の見分結果を踏まえると，当該部分のう

ち審査請求人を除く２７人の医師に係る部分は，文書２については

行ごと，文書３については頁ごと，文書４については弁明書を含む

調書ごとに，処分対象者である２７人の各医師の別個の個人に関す

る情報であって，それぞれ特定の個人を識別することができる情報

であり，審査請求人を識別することができる情報が含まれていると

は認められない。 

   したがって，当該部分のうち審査請求人を除く２７人の医師に係

る部分（具体的には，別表の３欄に掲げる文書２Ｂ，文書３Ｂ及び

文書４）は，審査請求人を本人とする保有個人情報に該当するとは

認められない。 

（カ）なお，原処分においては，文書２ないし文書４の表紙，目次及び

項目名（欄名）の全部又は一部が開示されているほか，文書３及び

文書４については，審査請求人以外の２７人の各医師についての

「事件の概要」（なお書き部分を除く。）が全て開示されている。 

イ 文書５ 

  当該部分は，平成３０年特定日の医道分科会議事録である。当日の

同分科会では，同一の議題の下に審査請求人を含む２８人の医師に対

する具体的な処分量定に関する審議等が行われており，当該部分には

その審議が記録されている。このため，当該部分は，その全体が審査

請求人を本人とする保有個人情報に該当すると認められる。 

なお，文書５については，原処分において，表紙，議事次第及び冒

頭の開会部分並びに議事録中の発言者の氏名が開示されている。 

３ 不開示情報該当性について 

（１）検討対象 

ア 原処分における不開示部分のうち，審査請求人を本人とする保有個

人情報に該当する部分について不開示情報該当性を検討する。その際，

諮問庁は文書１を含む本件文書の不開示部分の全部について法１４条

２号，３号イ及び６号該当性を主張しているものとして，検討を行う。 

イ 原処分における不開示部分のうち，審査請求人を本人とする保有個

人情報に該当する部分は，具体的には，以下のとおりである。 

文書１ その全部 

文書２Ａ ２頁表頭部分の不開示部分，審査請求人に係る「対応す
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る申請医又は指導医」の氏名及び整理番号，「客観的な証拠の

提出状況」，「精神保健指定医資格審査部会資料の抜粋」並び

に「処分」の各欄 

文書３Ａ 審査請求人に係る精神保健指定医取消等処分の有無及び

処分日並びに類似事案の前例部分（各欄名を含む。） 

文書５ 原処分において開示されている部分（表紙，議事次第及び

冒頭の開会部分並びに議事録中の発言者の氏名）を除く部分 

（注）文書４のうち審査請求人の「医師行政処分調書」は，弁明書

を含めて原処分において全て開示されている。 

ウ 上記イに掲げる部分のうち，以下については，それぞれに掲げる理

由により，判断の対象から外している。 

（ア）文書２の不開示部分のうち，審査請求人に係る行の「対応する申

請医又は指導医」欄 上記１（３）第２段落の理由 

（イ）文書３の不開示部分のうち，処分の審議の参考とされた類似事案

の前例２事案の事案内容の記載部分 上記１（３）第２段落の理由 

（ウ）文書５の不開示部分のうち，医師に処分を課す際の総論，関係す

る裁判や法的な問題との関係の整理，審査請求人以外の医師に対す

る処分についての個別の審議のほか，当日予定の議題以外に提起さ

れた問題についての議論の記録 上記１（３）第１段落の理由 

（２）開示すべき部分（別表の４欄に掲げる部分）について 

ア 文書１ 

（ア）文書１（下記（イ）を除く。） 

   当該部分には，審査請求人以外の個人に関する情報であって，特

定の個人を識別することができるものが記載されているとは認めら

れない。 

   当該部分の２枠目の５行目ないし８行目は，処分の考え方の記載

であるが，医道分科会が決定し，公表されている「医師及び歯科医

師に対する行政処分の考え方について」を引用した内容であり，審

査請求人が知り得る情報であると認められる。 

   ２枠目の２行目ないし４行目並びに９行目及び１０行目は，医師

法及び精神保健福祉法に基づく処分理由の要点の記載であり，１１

行目ないし１４行目並びに１７行目及び１８行目には，審査請求人

の処分理由並びに同種の著名な先行大量処分事例及びそれを踏まえ

た処分の審議方針が記載されている。しかし，審査請求人自身が当

該事例において精神保健福祉法による処分を受け，その後本件事案

において医師法による処分も受けていることから，いずれも同人が

知り得る情報であると認められる。 

   ２枠目の１１行目及び１７行目には，特定の機関の名称の記載が
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あるが，審査請求人の元所属機関であり，同人が知り得る情報であ

ると認められる。当該部分には，このほか，特定の法人その他の団

体に関する情報が含まれているとは認められない。 

   １枠目の３行目の処分対象者の人数の概数については，当日の審

議対象である処分対象の医師の正確な人数（２８人）が原処分にお

いて開示されており，同枠のその余の部分も，上記に見たところか

ら推認可能な内容であると認められる。 

   当該部分のその余の部分は，資料番号，資料名及び資料中の項目

名にすぎない。 

   このため，当該部分は，これを開示しても，特定の機関の権利，

競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるとは認められ

ず，医道分科会における率直な意見の交換若しくは意思決定の中立

性が不当に損なわれるおそれがあるとも認められない。 

   したがって，当該部分は，法１４条２号，３号イ及び６号のいず

れにも該当せず，開示すべきである。 

（イ）文書１（２） 

   当該部分は，医道分科会における審議方針の記載のうち，審査請

求人に対する処分事案とは事情が異なる可能性のある事案について

の審議方針及び当日を含む医道分科会の当面の審議予定に関する記

載である。 

   当該部分には，審査請求人以外の個人に関する情報が含まれてい

るとは認められない。また，同人の元所属機関等の法人その他の団

体に関する情報が記載されているとも認められない。 

   当該部分は，これを開示すると，当日を含む医道分科会の当面の

審議予定や審議方針の一端が明らかにはなるものの，いずれも一般

的，抽象的な方針であって，容易に推認できる内容とすることが相

当である。いずれにしても，個別の事案内容や具体的な審議内容が

明らかになるものではなく，関係処分が施行されたことにより既に

明らかになっている内容であると認められる。 

   したがって，当該部分は，法１４条２号に該当せず，また，上記

（ア）と同様の理由により，同条３号イ及び６号のいずれにも該当

せず，開示すべきである。 

イ 文書２ 

  当該部分には，審査請求人以外の個人に関する情報が記載されてい

るとは認められない。 

  当該部分のうち表頭部分の記載内容は，先行する医道審議会精神保

健指定医審査部会の審議を前提とした記載であるが，審査請求人が受

けた処分に関連することから，同人が知り得る情報であると認められ
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る。その余の部分は，空欄部分にすぎない。 

  したがって，当該部分は，法１４条２号に該当せず，また，上記ア

（ア）と同様の理由により，同条３号イ及び６号のいずれにも該当せ

ず，開示すべきである。 

ウ 文書３ 

  当該部分は，審査請求人に係る「行政処分関係審議資料」の記載の

一部であり，具体的には，同人についての①精神保健指定医取消等処

分の有無及び処分日の記載部分及びその欄名並びに②処分の審議の参

考とされた類似事案の前例２事案の記載部分の欄名部分である。当該

部分は，審査請求人以外の個人に関する情報であるとは認められない。 

  当該部分のうち上記①は，審査請求人が当日の医道分科会において

処分対象者として議論されることになった原因に由来する事実である

が，同人が受けた処分の内容であって，文書４のうち原処分において

開示されている部分と同じ情報であり，審査請求人が知り得る情報で

あると認められる。また，上記②は欄名にすぎない上，処分の量定に

当たり類似事案との比較衡量を行う方針は，上記アにおいて開示すべ

きと判断した文書１の内容からも容易に推認できるものであり，審査

請求人が知り得る情報であると認められる。 

  当該部分には，特定の法人等に関する情報が含まれているとは認め

られない。 

  したがって，当該部分は，法１４条２号に該当せず，また，上記ア

と同様の理由により，同条３号イ及び６号のいずれにも該当せず，開

示すべきである。 

エ 文書５ 

  当該部分は，審査請求人に対する処分の審議を行った医道分科会の

当日の議事録の一部である。 

（ア）文書５（１）は，議事開始，配付資料の確認，議題の確認，議事

終了及び閉会の記録である。これらは，原処分において開示されて

いる部分である議事次第及び冒頭の開会部分等と同様，審査請求人

に対する処分の審議を含む当日の医道分科会の議事が有効に成立し

たことを示す手続の記録であると認められる。 

（イ）文書５（２）は，審査請求人の処分事案の説明（弁明書の概要説

明を含む。）並びに同人に対する処分の審議及び決定（確認を含

む。）の記録の一部である。そのうち弁明書は，同人が提出した文

書であり，原処分においてその全部が開示されている。審査請求人

が処分対象者として議論されることになった原因事実並びに決定さ

れた処分事実及び処分内容の記載は，処分の決定後，被処分者であ

る同人に通知された内容と同様の内容であると推認される。当該部



 

11 

 

 

分には，審査請求人に対する処分の事務局案の具体的量定は含まれ

ておらず，同案についての分科会委員による質疑応答の内容も含ま

れていない。その余の部分は，分科会長による議事進行の記載であ

り，審査請求人に対する処分の審議という議事が有効に行われたこ

とを示す記録であると認められる。 

（ウ）被処分者である審査請求人にとって，当日の医道分科会の審議が

有効に行われて同人に対する処分内容が決定され，処分を受けたこ

とは所与の事実である。このため，上記（ア）及び（イ）を踏まえ

ると，当該部分については，審査請求人が知り得る情報であるか，

又は同人が容易に推認できる内容であるとすることが相当である。 

   当該部分には，審査請求人以外の個人に関する情報であって，特

定の個人を識別することができるものが含まれているとは認められ

ない。また，当該部分には，審査請求人の元所属機関の名称の記載

があるが，これは同人が知り得る情報であると認められる。 

   したがって，当該部分は，法１４条２号に該当せず，また，上記

ア（ア）と同様の理由により，同条３号イ及び６号のいずれにも該

当せず，開示すべきである。 

（３）その余の部分（別表の４欄に掲げる部分を除く部分）について 

ア 文書２Ｂ，文書３Ｂ及び文書４ 

  当該部分のうち，文書２Ｂは当日の医道分科会で審議対象となった

処分対象医師の一覧表のうち審査請求人を除く２７人に係る部分であ

り，文書３Ｂはこれら各医師についての行政処分関係審議資料，文書

４は同じく医師行政処分調書である。 

  当該部分について，諮問庁は，審査請求人を本人とする保有個人情

報に該当するとした上で，法１４条２号，３号イ及び６号に該当する

として，不開示とすることが妥当としているが，上記２（３）アで判

断したとおり，当該部分は，審査請求人を本人とする保有個人情報に

該当するとは認められない。 

  したがって，当該部分を不開示としたことは，結論において妥当で

ある。 

イ 文書５ 

  当該部分（審査請求人以外の処分対象者である医師の氏名，整理番

号及びこれらの医師を識別することができる部分を除く。）は，医道

分科会の議事録のうち審査請求人に対する処分を審議した部分（別表

の３欄の文書５Ａ２）の一部である。 

  当審査会において見分したところ，当該部分は，事務局による審査

請求人の処分案の量定等具体的な内容，医道分科会委員によるその質

疑応答等（関連して同時に審議された他の医師の処分についての質疑
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応答を含む。）の記録であり，医道分科会の出席委員が自由かったつ

に議論した内容が記載されていることが認められる。当該部分は，審

査請求人が知り得る情報であるとは認められない。 

  また，原処分において既に発言者の氏名が開示されていることを踏

まえると，当該部分を開示すると，処分量定の軽減を目的として処分

の判断根拠に合わせた証言や証拠提出を助長したり，又は行政処分の

内容を審議するという審議会の性質上，出席委員の発言や判断につい

て委員が誹謗・中傷を受けたり，若しくはそのことを嫌忌して出席委

員が正しいと思う発言を控えるようになるなどし，その結果，医道分

科会における率直な意見交換又は意思決定の中立性が不当に損なわれ

るおそれがあるとする諮問庁の説明（上記第３の３（４））について，

これを否定することは困難であると認められる。 

  したがって，当該部分は，法１４条６号に該当し，同条２号及び３

号イについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

４ 審査請求人の主張について 

  審査請求人は，審査請求書（上記第２の２）において，原処分は，「法

１４条６号の文言をそのまま繰り返すのみであり，不開示部分にいかなる

性質の情報が含まれ，いかなる理由から同号に該当するのかを読み取るこ

とができず，理由の付記として必要な記載を欠いている」旨主張している。 

  当審査会において，諮問書に添付された本件開示決定通知書を確認した

ところ，「不開示とした部分とその理由」欄には，「医道審議会医道分科

会は，国の内部における審議」であり，「その議事内容を開示することに

よって，率直な意見の交換もしくは意思決定の中立性が不当に損なわれる

可能性がある」ため，本件対象保有個人情報の一部を法１４条６号に基づ

き一部不開示とする旨記載されていることが認められる。 

  原処分において本件文書の見出し，欄名等の相当部分が開示されている

ことも考え併せると，原処分において，不開示部分とその理由を了知し得

ないとまでいうことはできず，理由の提示について，原処分を取り消すべ

き瑕疵があるとまでは認められない。 

５ 付言 

（１）上記２（３）ア（オ）のとおり，文書３及び文書４のうち審査請求人

を除く２７人の医師に係る部分は，審査請求人を本人とする保有個人情

報に該当しないが，原処分においては，このうち，両文書における審査

請求人以外の各医師に係る「事件の概要」部分（なお書き部分を除く。）

が全て開示されている（上記２（３）ア（カ））。 

   これらの「事件の概要」は，本件開示請求文言に照らして審査請求人

が開示を求めている部分ではない上，そもそもそれぞれ別個の個人情報

であって，審査請求人を本人とする保有個人情報に該当しない。処分庁
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は，法の運用を誤り，第三者の個人情報を開示したものであり，今後，

処分庁においては，法の規定を踏まえた個人情報の適切な取扱いを徹底

する必要がある。 

（２）法１４条６号該当性の理由の提示については，上記４に述べたとおり

であるが，同条２号及び３号イ該当性の理由については，本件開示決定

通知書の記載内容は，法の規定の引き写しにとどまっており，「単に非

開示の根拠規定を示すだけ」のものと指摘（上記第３の３（５）で所引

の最高裁判決）を受けてもやむを得ない。本件の場合，開示実施文書に

おいて上記各号該当部分を判別することは必ずしも困難ではないと認め

られることから，原処分を取り消すには及ばないが，処分庁においては，

最高裁判決等を引用して自らが理由説明書において詳細に論じる「理由

の提示」の趣旨目的を踏まえ，今後，一層の精進に努められたい。 

６ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象保有個人情報につき，その一部を法１４条２

号，３号及び６号に該当するとして不開示とした決定については，審査請

求人が開示すべきとし，諮問庁が，審査請求人を本人とする保有個人情報

に該当しない，又は同条２号，３号イ及び６号に該当するとして不開示と

すべきとしている部分のうち，別表の３欄に掲げる文書２Ｂ，文書３Ｂ及

び文書４（以下「非該当部分」という。）は，審査請求人を本人とする保

有個人情報に該当しないことから，不開示としたことは結論において妥当

であり，非該当部分及び別表の４欄に掲げる部分を除く部分は，同条６号

に該当すると認められるので，同条２号及び３号イについて判断するまで

もなく，不開示としたことは妥当であるが，同欄に掲げる部分は，審査請

求人を本人とする保有個人情報に該当し，同条２号，３号イ及び６号のい

ずれにも該当せず，開示すべきであると判断した。 

（第３部会） 

 委員 髙野修一，委員 久末弥生，委員 葭葉裕子 
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別表 不開示情報該当性等 

１ 文書番

号及び文書

名 

２ 原処分における

不開示部分 

３ ２欄に掲

げる部分の保

有個人情報該

当性（各Ｂ部

分が保有個人

情報非該当） 

４ ３欄に掲げる部分のうち

開示すべき部分 

文

書

１ 

医道審議

会医道分

科会資料

１ 精神

保健指定

医に対す

る医師法

に基づく

行政処分

について 

全て Ａ 全て 

Ｂ － 

（１）全て（（２ ）を除

く。） 

（２）上から１枠目２行目１

文字目ないし２２文字目，３

行目１８文字目ないし２０文

字目，２７文字目，２８文字

目，３３文字目，３４文字

目，上から２枠目１１行目２

２文字目ないし最終文字，１

５行目，１６行目，１７行目

３７文字目ないし１８行目２

３文字目 

文

書

２ 

医道審議

会医道分

科会資料

２ 精神

保健指定

医処分対

象者一覧

表 

① 各頁表頭不開示

部分 

② 整理番号１ない

し ２ ８ （ ２ １ を 除

く。）の行の全て 

③ 整理番号２１の

行の不開示部分 

Ａ ２頁表頭

及び整理番号

２１の行の各

不開示部分 

Ｂ 全て（Ａ

を除く。） 

Ａの全て（整理番号２１の行

の「対応する申請医又は指導

医」欄を除く。） 

文

書

３ 

医道審議

会医道分

科会資料

３ 行政

処分関係

審議資料 

① 番号１ないし２

８（２１を除く。）

の表上段（氏名，事

件 当 時 の 医 療 機 関

等，聴取の概要及び

事件の概要（なお書

き部分に限る。）並

び に 左 か ら ４ 列 目

（欄名を含む。）に

限る。），欄名を含

Ａ 番号２１

の表上段左か

ら４列目及び

表下段の各欄

名及び内容 

Ｂ 全て（Ａ

を除く。） 

Ａの全て（番号２１の表下段

の欄内容を除く。） 
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む表下段 

② 番号２１の表上

段左から４列目及び

表下段（各欄名を含

む。） 

文

書

４ 

医道審議

会医道分

科会資料

４ 医師

行政処分

調書 

① 目次の氏名（２

１番を除く。） 

② 1 番ないし２８

番 （ ２ １ 番 を 除

く。）の者の調査書

（各欄名及び事件の

概要を除く。）及び

弁明書全て 

Ａ － 

Ｂ 全て 

－ 

文

書

５ 

医道審議

会医道分

科会議事

録 

１頁３５行目ないし

５６頁最終行の不開

示部分（発言者の氏

名 及 び 職 名 を 除

く。） 

Ａ１ １頁３

５行目ないし

２頁２０行目

２３文字目，

５６頁７行目

１文字目ない

し ３ ５ 文 字

目 ， ２ ２ 行

目，２３行目 

Ａ２ ５０頁

３４行目ない

し５２頁１７

行目（他の医

師に係る記載

を除く。） 

Ｂ － 

（１）Ａ１の全て 

（２）Ａ２のうち，５０頁３

４行目ないし３５行目１４文

字目，２１文字目ないし５１

頁１行目９文字目，１２文字

目ないし５行目１２文字目，

３２文字目ないし７行目２４

文字目，８行目４文字目ない

し９行目２文字目，５文字目

ないし１０行目２２文字目，

３３行目ないし３５行目５文

字目，３６行目ないし５２頁

４行目５文字目，２１文字目

ないし５行目，１１行目３９

文字ないし１２行目９文字

目，１５行目ないし１７行目 

（注）文字数は，原処分における開示部分を除いて数えている。 


